
運動方針

１．運動の基本方針
～　互いに理解し思いやり　我社の成長へ　～

１．はじめに
内閣府月例経済報告では、「景気は、緩やかに回復しているが、

米国の通商政策等による不透明感がみられる。先行きについては、
雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えるこ
とが期待されるが、米国の通商政策の影響による景気の下振れリス
クが高まっている。加えて、物価上昇の継続が消費者マインドの下
振れ等を通じて個人消費に及ぼす影響なども、我が国の景気を下押
しするリスクとなっている。」としており、昨今の社会的、地政学
的、経済的な各種懸念が拭えない状況を注視する内容となっており
ます。

このような状況の中で、5 月 13 日に発表された 2025 年 3 月期の
連結決算は、前年同期比で増収、利益に関しては大幅な増益を達成
しました。決算短信によれば、既存の案件に加え、鉄道信号の海外
案件や、AFC の新紙幣対応案件も奏功し、今回の決算として結実し
たとされています。これもひとえに各部署で業務に邁進された組合
員の皆さんの頑張りの賜物であり、日々業務に励まれた皆さんに敬
意を表します。
世間動向に目を向けてみると、物価上昇、賃上げの流れは続いておりますが、長く日本を苦しめたデフ

レマインドから比べると、大きな転換点を迎えています。そして、我々の信号業界においては、お客様の
経営状況の好転、旺盛な安全投資への意欲を追い風に、さらなる発展を目指している途上にあるといえま
す。

私たち日本信号は、時代の流れに沿って扱う製品こそ変化してきていますが、製品の開発、製造、納入
を通じて、国内外の交通運輸インフラに「安全・安心」を提供しています。これは時代がどれだけ変わっ
ても、決して変わることのない私たちの原点であり、変わらない核心を守りつつ変化を受け入れていく
「不易流行」そのものと言えると思います。

私たちが扱う製品は、過去、お客様の指示のもとに開発・製造してきましたが、今や自主開発、積極提
案が求められるようになりました。信号機や転轍機などの単品を「点」で納めればよかったものが、軌道
全体、線区全体を「線」で守る需要が生まれました。製品の大規模化、複雑化を背景に、納期は長期化し
てきました。いま私たちが扱う製品は、過去の製品とは性質として異なっている。それは事業についても
同じで、日本信号も過去の日本信号とはまた異なった姿になっているのです。時代の流れに沿って、社会
の変化にあわせて、私たちも変わっていかなければならないと感じています。

さて、2025 年度は２年サイクル運動の中間年度であり、2024 年度運動方針を基本として、2026 年度
を見据えた補強を行うものであります。具体的には、2025 年春闘で会社より協議提案のあった事項に対
応するため、現人事制度に至った過去の経緯や背景を整理することが挙げられます。他にも、コンプライ
アンスの徹底の観点から、中央労働金庫より依頼を受けている、助け合い預金積立規定に関連する見直し
が挙げられます。これに端を発し、中央執行委員会としては、現在の組合規約のうち、実態にそぐわなく
なっている箇所の総点検を視野に、規約検討委員会の開催を検討しています。また、過去の定期大会でも
ご報告してきた、労組公式ホームページも、先般の機関紙で告知の通り公開することができましたため、
この運用や保守を補強案として取り込んでいます。

私たち信号労組も時代の流れに沿って、社会の変化にあわせて変わろうとしています。組合員のみなさ
まにおかれましては、執行部を暖かく見守っていただくとともに、私たちと一緒に「新たな時代へ　確か
な前進」をしていきましょう。今後も執行部に対します、ご理解ご協力をお願いいたします。想いをひと
つに、ともに頑張りましょう！
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日本信号労働組合
中央執行委員長

齋藤 慶一
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２．２０２６ ２０２７年度の運動骨子･
信号労組は、２０２６・２０２７年度を「安心して職場生活、家庭生活を送る事ができる環境づくり」

を推進する為の２年間と位置づけて、職場環境改善、家庭生活支援を充実させる運動に取り組みます。本
年度は２年サイクル運動の中間年にあたり、昨年度の運動方針に補強を行うこととします。

本年度については各活動項目に対して、昨年度進めてきた労使協議課題に対しての検討活動、意見提言
活動に重点を置き、具体項目の補強を行います。

＜組織体系図（中央本部２支部２分会制）＞

＜中央本部体制図＞

【ＭＥＭＯ】
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６．専門部活動
＜財政部＞
＜情報調査部＞
＜組織部＞
＜教育企画部＞

５．連帯対策活動

～将来にわたり安心・安定した生活環境を求めて～

＜電機連合＞
＜信号労連＞
＜信号業連＞

４．共済制度推進活動

～安心とゆとりある生活設計を支援～
＜共済制度推進活動＞

３．経営協議対策活動

～企業の成長と一人ひとりが輝ける雇用環境を求めて～
＜経営協議会・労使専門委員会＞
＜各地区の労使協議会・委員会＞

２．労働環境改善対策活動
～多様な働き方への対応といきいき働ける労働環境をめざして～

＜労働協約関係改善対策活動＞
＜労働時間対策活動＞

１．人事諸制度改善対策活動
～経済環境の変化に追従した適正な処遇を求めて～

＜人事制度対策活動＞
＜賃金制度対策活動＞
＜業績連動一時金算定式＞
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２．私達をめぐる情勢
１．日本信号グループの動向
当連結会計年度（2024 年４月 1 日～2025 年３月 31 日）における世界経済は、ロシアによるウクライ

ナ侵攻の長期化や中東情勢の緊迫化による地政学リスクに加えて米国の関税政策等に対する各国の反応な
ど、先行きを注視すべき状況が続いております。国内経済においては、賃金の上昇と定額減税による個人
消費の増加や、インバウンド消費等を背景にした景気の緩やかな回復が見込まれる一方で、上記の関税政
策の影響など、今後の不透明な経済動向が懸念されております。このような状況の中、当社グループは、
2024 年度に 2028 年度を最終ゴールとする中期経営計画「Realize-EV100」をスタートいたしました。
２年目にあたる 2025 年度では、ＤＸ技術を活用した新商材の販売拡大と新たなビジネスモデルの構築、
オペレーション＆メンテナンスビジネスの拡大を進めるとともに、当社グループ全体でものづくりの更な
る生産性向上に取り組みます。また、グループ会社再編も進めており、その一環として 2025 年４月１日
に日信ＩＴコネクト株式会社（旧：日信ＩＴフィールドサービス株式会社）が当社子会社としての事業活
動を開始いたしました。同社は、当社のＤＸ商材に必要なＩＴインフラの構築と運営・管理を一元化する
役割を担います。さらに、投資家・株価を意識したＩＲ・ＳＲ活動や人的資本経営の推進等、サステナブ
ルな成長を目指しております。

［交通運輸インフラ事業］
「鉄道信号」では、国内市場においては、鉄道事業者各社向けに列車集中制御装置、連動装置等の信号

保安装置、案内表示設備等の受注・売上がありました。地上設備をスリム化した地方鉄道向けの無線式列
車制御システムや、鉄道設備状態をクラウドネットワークで収集・蓄積・分析する「Ｔｒａｉｏ」など、
メンテナンスの省力化や検査効率の向上に資する製品開発と全国展開により、今後も引き続き安全で快適
な移動の実現に貢献してまいります。海外市場においては、インドネシア、台湾、韓国等で鉄道信号シス
テムの受注・売上がありました。これまでの導入実績をもとに、アジア諸国におけるインフラ整備の需要
に応え、快適で安全な街づくりに貢献してまいりま。
道路交通安全システムを中心とする「スマートモビリティ」では、交通管制センター向けのシステムや

交通信号灯器等の受注・売上がありました。また、自動運転実証実験の各種プロジェクトにも積極的に参
画し、自動運転車両と道路の信号機や路側センサを連携した「インフラ協調」を支える製品、技術のプロ
バイダとなることを目指しております。海外市場においては、急激な都市部への人口流入による慢性的な
交通渋滞の解決が求められている東アフリカ市場の開拓を目指し、営業所を新設したウガンダで交通信号
の受注・売上がありました。
結果といたしましては、受注高は 51,033百万円（前期比 38.5％減）、売上高は 56,570百万円（前期

比 4.9％増）となりました。また、損益面につきましては、セグメント利益は 4,547百万円（前期比
26.8％減）となりました。

［ＩＣＴソリューション事業］
駅務ネットワークシステムを中心とする「ＡＦＣ」では、国内市場においては、各種ホームドアや改札

機、そして新札対応による改造・更新需要があった券売機や駐車場機器等の受注・売上がありました。こ
れから全国各地で導入が見込まれるクレジットカードやデビットカード等のタッチ決済及びＱＲコード認
証を用いた新しいキャッシュレス乗車サービスについても実証実験に積極的に取り組んでおり、2025 年
４月の大阪・関西万博開催にあわせて開業した夢洲駅などで運用が開始されました。海外市場においては、
バングラデシュやベトナム、インド、エジプト等でＡＦＣシステムやホームドア等の受注・売上がありま
した。
ロボティクス及びセンシングを中心とする「Ｒ＆Ｓ」では、ホームドア用の３Ｄ距離画像センサやＸ線

手荷物検査装置、多機能鉄道重機、警備ロボット等の受注・売上がありました。当社はフェールセーフの
基本思想のもと、これまでに培ったセンサ、画像分析等のコア技術に最新のロボティクス技術を融合させ、
人とロボットが協働する未来社会の実現に向けた取り組みを推進しております。
結果といたしましては、受注高は 49,420百万円（前期比 11.1％減）、売上高は 50,288百万円（前期

比 12.8％増）となりました。また、損益面につきましては、セグメント利益は 8,950百万円（前期比
124.2％増）となりました。
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2025 年 3 月期 日本信号決算短信　日本信号ホームページ 2025. 5.13版
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《日本信号単体業績推移》
期 ２１．３期 ２２．３期 ２３．３期 ２４．３期

売上高 71,894 65,853 65,086 77,494

営業利益 2,006 2,287 1,304 2,852

営業利益率 2.79% 3.47% 2.00% 3.68%

経常利益 5,177 5,874 4,284 7,147

経常利益率 7.20% 8.92% 6.58% 9.22%

当期利益 4,933 4,921 3,647 5,626

期(日信) 第138期 第139期 第140期 第14１期

2025年3月期 日本信号連結決算（決算説明会資料2025.5.27版）

２１．３期 ２２．３期 ２３．３期 ２４．３期 ２５．３期
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単体業績推移

売上高 営業利益 経常利益 営業利益率 経常利益率

売上高・利益
（百万円） 利益率（％）

《日本信号連結業績推移》
期 ２１．３期

売上高 92,755 85,047 85,456 98,536

営業利益 5,713 5,390 5,112 6,824

営業利益率 6.16% 6.34% 5.98% 6.93%

経常利益 6,463 6,538 5,915 7,893

経常利益率 6.97% 7.69% 6.92% 8.01%

当期利益 4,916 4,503 4,075 5,346

２２．３期 ２３．３期 ２４．３期

2025年3月期 日本信号決算短信（日本信号ホームページ2025.5.13版）

２１．３期 ２２．３期 ２３．３期 ２４．３期 ２５．３期
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《関係会社業績推移》
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２．信号業界２社の業績動向
１．経営諸数値及び分析値推移（連結）

111,675 92,755 85,047 85,456

72,810 62,218 72,916 72,327

8,912 5,713 5,390 5,112

3,044 1,214 3,666 2,207

9,674 6,463 6,538 5,915

3,343 1,664 4,122 2,683

6,584 4,916 4,503 4,075

1,974 ▲ 7,921 12,333 2,070

8.27% 5.80% 5.19% 4.56%

4.35% -21.19% 27.43% 4.48%

7.01% 4.57% 4.88% 4.05%

3.13% 1.62% 3.65% 2.35%

7.98% 6.16% 6.34% 5.98%

4.18% 1.95% 5.03% 3.05%

8.66% 6.97% 7.69% 6.92%

4.59% 2.67% 5.65% 3.71%

137,971 141356 134,086 146,019

20.3期 21.3期 22.3期 23.3期

経
営
成
績

1 売上高 日信
京三

2 営業利益 日信
京三

3 経常利益 日信
京三

4 当期純利益 日信
京三

A 自己資本当期純利益率 日信
（ROE） 京三

B 総資本経常利益率 日信
（ROA） 京三

C 売上高営業利益率 日信
（収益性の分析） 京三

D 売上高経常利益率 日信
（収益性の分析） 京三

財
政
状
態

5 総資産 日信
2025 年 3 月期 日本信号決算短信（日本信号ホームページ 2025.5.13版）

2025 年 3 月期 京三製作所決算短信（京三製作所ホームページ 2025.5.14版）
※A～E項は 1～6項の数値を用いて算出しています。
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自己資本当期純利益率（ROE）＝　当期純利益　／　自己資本　×　１００（％）
総資産経常利益率（ROA） ＝　経常利益　／　総資産　×　１００（％）
売上高営業利益率　　　　＝　営業利益　／　売上高　×　１００（％）
売上高経常利益率　　　　＝　経常利益　／　売上高　×　１００（％）
自己資本比率　　　　　　＝　自己資本　／　総資産　×　１００（％）
対日信依存率　　　　　　＝　対日信売上高　／　売上高　×　１００（％）
流動比率　　　　　　　　＝　流動資産　／　流動負債　×　１００（％）
当座比率　　　　　　　　＝　当座資産　／　流動負債　×　１００（％）
固定比率　　　　　　　　＝　固定資産　／　自己資本　×　１００（％）
固定長期適合率　　　　　＝　固定資産　／（自己資本＋固定負債）　×　１００（％）
従業員一人当たり売上高　＝　売上高　／　期首期末平均従業員数
従業員一人当たり経常利益＝　経常利益　／　期首期末平均従業員数

各分析数値の計算式
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【ＭＥＭＯ】
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＜用語解説＞

流動資産
短期間（１年以内）に換金が可能な資産
当座資産と棚卸資産（商品・貯蔵品等）の合計

当座資産
流動資産から今すぐの支払いに使えない製品などを除いたもの
ここでは現金・預金・受取手形・売掛金・有価証券の合計

固定資産
建物、設備など減価償却の対象となるもの
有形固定資産・無形固定資産・投資その他の資産より構成

流動負債
１年以内に支払いを要する負債
支払手形・買掛金・未払金・短期借入金など

固定負債
支払期限の長い負債
社債・長期借入金など

自己資本
返済する必要のない資本で、総資本に占める割合が高いほど良い
資本金・利益準備金・資本準備金・その他の余剰金など

流動比率
企業の支払能力を示す
高いほど良く、２００％以上が理想

当座比率
企業の支払能力をシビアに示す
一般的には１００％以上が理想

固定比率
固定資産が、返済の必要がない自己資本でどの程度賄われているかを示す
低いほど良く、１００％以下が理想

固定長期適合率
固定資産が、自己資本と固定負債でどの程度賄われているかを示す
１００％以上なら固定資産の一部が流動負債で賄われている事になり不健全

連結決算
子会社を含めた企業グループ全体の業績を示すもので、欧米では企業単独（＝個別
決算）よりも重視され、日本でも２０００年３月期から本格適用

【ＭＥＭＯ】
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運動方針

３．具体的取り組み
３－１．人事諸制度改善対策活動

～経済環境の変化に追従した適正な処遇を求めて～
人事諸制度改善対策活動は、人事制度対策活動・賃金制度対策活動・業績連動一時金算定式の三つの項目

について取り組みます。
人事制度は昇格・昇給に関わるものであり、「適正な評価」「適正な人員配置」「求められる人材像の

変化に適した新たな人材育成」を行う事は、企業の成長にも繋がる重要な制度です。
人事制度対策活動としては、実態把握のために各地区からの情報を集約し、運用上の課題がある場合は

解決に向けた協議を行っていく事も視野に活動していきます。また、２０２５年春闘において、会社から
「年々重要性が高まっている人的資本に対する取り組みを強化するため、時代に追従した制度改定（定年
６５歳引上げ、プロフェッショナル人材の処遇改善、管理職降格制度等）を加速すべく労使協議を続けた
い」として協議提案があったため、改めて現行人事制度策定の背景や課題の整理を実施します。
賃金制度対策活動は、春季総合生活改善闘争における「賃金引上げ要求」を主要な取り組みとして活動

を展開していきます。経済環境が急激に変化している中で、「賃金制度の維持・向上」を図る事は、我々
の生活水準を守っていく上で大切な活動です。

信号労組は上部団体の連合・電機連合方針に準拠しながらも、月例賃金の維持・改善を目標に、我社の
経営状況、将来にわたっての経営動向の分析、賃金実態や世間動向、更に変化しつづける経営環境の分析、
雇用動向を背景にしながら、我社の経営諸施策を遂行する従業員への適正な処遇を求め、幅広い視点で要
求を組み立てていく事とします。

業績連動一時金算定式は、我々従業員の活動成果でもある営業利益によって算定結果が決定され、個人
の考課を加味して個々人の支給月数が決定されます。従って、経営状況や経営施策について注視するとと
もに、算定式と支給月数の検証、考課分布の労使確認を行い、人事評価制度が適正に機能しているかも確
認していきます。

１．人事制度対策活動
１．制度運用実態確認
＊人事制度の運用実態把握
（等級基準書・課業一覧・行動基準・SKシート・コース転換等）
＊考課者訓練の実施状況確認

２．人事制度運用における課題解決
＊人事制度の課題解決に向けた協議
（等級基準書・課業一覧・行動基準・SKシート・コース転換・実態把握等）
＊人事制度に関する背景や課題の整理【中間年度の補強】

２．賃金制度対策活動
１．春季総合生活改善闘争　賃金引上げ要求の策定および労使交渉

３．業績連動一時金算定式
１．一時金算定式の改定労使協議および算定式の検証
２．労使による支給月数の確認
３．考課分布の確認

【ＭＥＭＯ】
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運動方針

３－２．労働環境改善対策活動
～多様な働き方への対応といきいき働ける労働環境をめざして～

労働環境改善対策活動は、労働協約関係改善対策活動と労働時間対策活動の二項目について取り組みます
私たち企業に働く労働者は、単に所得面での充足感だけでなく、さまざまな家庭環境やそれぞれのライ

フステージにおいても家庭生活と仕事が両立し、職場においては仕事にやりがいを感じられ安心して働け
る職場環境を実現し持続していくことにより充実したライフワークを歩むことができると言えます。

上部団体である電機連合では、政策指標として世間動向や法改正の動向を踏まえた会社制度の評価指標
を設けています。信号労組としては、それぞれの指標の達成度を評価・分析しつつ、組合員のニーズを把
握するためにアンケートや各種懇談会を実施し、挙げられた課題や意見についても調査・分析しながら会
社制度の改善を目指します。

信号労組は電機連合の考え方を踏まえながら活動を展開していきますが、就業環境における主たる課題
として長時間労働が挙げられます。長時間労働の課題については、支部と連携し実態把握に努めるととも
に、長時間労働の根底にある問題に対して重要課題として継続的な改善に向けて取り組んでいくこととし
ます。

１．労働協約関係改善対策活動
１．世間動向へ追従した会社制度の改善
＊労働法制の改正に対する会社制度の追従確認
＊上部団体の政策指標の到達度の評価・分析による会社制度の改善検討
＊次世代育成支援対策推進法による「一般事業主行動計画」の進捗確認

２．福利厚生制度の改善
＊各種アンケート・懇談会を活用した組合員ニーズの調査・分析
＊春季総合生活改善闘争における取り組み

３．海外労働環境対策
＊海外担当者懇談会の継続した実施による海外出張・駐在の実態把握

２．労働時間対策活動
１．カレンダー協定の締結
＊年間休日の設定
＊時短強化月間の設定
＊各種休暇制度の取得実績の確認

２．労働時間実態調査
＊全社部門ごとの時間外労働の実態把握
＊アンケートを活用した労働時間の実感調査

【ＭＥＭＯ】
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運動方針

３－３．経営協議対策活動
～企業の成長と一人ひとりが輝ける雇用環境を求めて～

経営協議対策活動は、「経営協議会・労使専門委員会」、「各地区の労使協議会・労使委員会」の 2 つの
項目を主眼に活動していきます。

経営協議は、「経営戦略・経営方針の決定」「業績の評価と改善策の検討」「人材や資金等の企業におけ
る資源の分配」等、企業の成長や雇用環境全てに繋がる、最も重要な協議体の一つです。経営諸施策の結
果としての会社業績は、一時金算定式にも直接影響するものであり、単なる決算数値の確認だけでなく、
経営状況や経営動向を分析し労使共有化を図る必要があります。また、我々の実際の就業環境は、事業所
や工場・支社・支店・海外も含む営業所等、個々人が働く地域に根付いたものとなっています。

信号労組は、各地区の労使協議会や委員会等により、労働時間の確認や休暇取得状況、面接状況を通じた
評価制度の運用状況等、就業実態を確認し、情報を中央本部に集約し、一人ひとりが輝ける雇用環境の構
築に向け、経営協議を通じて会社に意見提言を行っていく事とします。

１．経営協議会・労使専門委員会
１．会社業況報告

＊セグメント別事業報告に関する意見提言
＊決算説明における意見提言

２．会社諸施策に対する意見提言
＊組織改編に対する意見提言
＊経営計画の編成方針の確認及び意見提言

３．協議事項確認活動
＊海外旅費規程の見直し(海外駐在規程の新設について)

４．全社苦情処理委員会への参画

２．各地区の労使協議会・委員会
１．各事業所における課題への意見提言
＊事業所審議会

２．３６協定遵守の確認
　 ＊４０Ｈ／月の確認
＊２００Ｈ／３ヵ月の確認
＊８０Ｈ／月の確認
＊休日出勤４日／月の確認
＊長期出張者１５日／月の確認
＊健康診断実施状況の確認
＊３６協定の周知

３．各地区の労働時間委員会の開催
＊職場実態・就業実態の確認
＊慢性的な長時間労働の確認
＊現場技術・現場技能の継承の確認

４．各種休暇取得の確認
＊年次有給休暇と有給休暇の５日取得義務の確認
＊多目的休暇
＊ステップアップ・マイビジョン休暇

５．面接・部門ミーティングの実施状況の確認
６．福利厚生改善委員会の開催
７．人事異動時における家族的責任の確認
８．安全衛生委員会への参画
９．メンタルヘルス教育の定例開催確認
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１０．職場復帰支援プログラムの運用確認
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運動方針

３－４．共済制度推進活動
～安心とゆとりある生活設計を支援～

日本社会・経済では、急速に進む少子高齢化や財政問題、格差や貧困の拡大など、日本は多くの課題に
直面しており、雇用対策の強化や就業しやすい環境の整備、持続可能な社会制度改革の実現や税制改革の
実現が求められています。

私達の生活に直接的に関わる雇用拡大や社会保障等を始めとした改革が、飛躍的な効果・改善が図られ
ているとは言えない状況下においては、個々人が自発的に人生設計を行い、防衛していかなければなりま
せん。

信号労組は、自主福祉団体との協力や、スケールメリットを活かした共済制度などの充実・推進を図り、
安心とゆとりある生活設計を支援していきます。

１．共済制度推進活動
１．加入促進・更新活動
２．友誼団体との連携による各種商品の教宣活動
主要商品 こくみん共済 coop 「セット共済」、「マイカー共済」

信号労連 「ＳＩＧＮＡＬ」
電機連合 「けんこう共済」、「ねんきん共済」
労働金庫 「カーライフローン」、「住宅ローン」、「教育ローン」

「つみたてＮＩＳＡ」「ｉＤｅｃｏ」
　

３．友誼団体との連携による生活相談
主要ｻｰﾋﾞｽ 電機連合 「ライフプランニングサービス」、「ハートフルセンター」、「法律

相談」
連合 「法律相談」

　

４．『日本信号グループ共済会』への参画

【ＭＥＭＯ】
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３－５．連帯対策活動
～将来にわたり安心・安定した生活環境を求めて～

社会構造の変革が続く中にあって、私達が求めている労働条件の維持・向上を達成するためには、政策
制度への取り組みも重要であるとされており、その中でも上部団体である連合・電機連合では、組織内議
員の擁立による政策制度対応に取り組んでおります。信号労組としては、電機連合組織内議員への協力や、
各施策に応じて内部論議を行いながら慎重に判断し、取組んでいくこととします。

信号労連の活動は、加盟組合相互間の緊密な連帯のもと、『グループ企業を良くし信号労連仲間の生活
向上を図る』を基本運動理念に、信号労連加盟組合のみならず、日本信号グループ各社に働く仲間の生活
向上が少しでも図れるよう、労働条件の維持・改善に相互努力していくこととします。

信号業連の活動は、産別や上部団体の違いはあるものの、主要闘争を中心とした情報交換等により、各
単組の労働諸条件改善に向けた取り組みを行い、同業種で働く仲間との連帯を図り活動を行っていくこと
とします。

１．電機連合
１．定期大会、中央委員会、中堅・中小代表者会議、中央闘争委員会への出席
２．各種専門部会への参画
３．組織内議員を通じた政策制度関連活動への参画
４．産別統一闘争への参画と共闘

２．信号労連
１．会議活動の開催

＊定期総会、事務局会議

２．福祉対策活動
＊組合員意識調査アンケートの実施
＊共済制度の加入促進（ＳＩＧＮＡＬ）

３．物産展の開催充実
＊夕張メロン、梨

４．連帯活動
＊主要闘争時の共闘

３．信号業連
１．会議活動の開催充実
＊定期総会、役員総会、事務局会議、春闘事前・山場会議、業種政策会議、合同労使懇親会

２．主要闘争時の共闘
＊労働条件比較実態調査書の発行・活用
＊交渉状況・経過の情報交換

【ＭＥＭＯ】
「信号労連」組合員意識調査アンケートの実施は、見直しが必要 ⇒労協対策委員会で項目検討して労連確

認

※日本信号のみ、時間外 10分単位・時間給の導入もあることから。

※労協のアンケート項目と被らないよう、他単組と調整が必要

※休暇も 5 日間の取得義務への対応も必要

※10 月からの展開の為、遅くても 9 月には変更するべき
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３－６．専門部活動

１．財政部
財政部活動では、支出削減に向けた更なる効率化を図り、健全な財政基盤の確立に向けた活動を推

進していくこととします。また、金融機関は監督官庁より預金保険制度や個人情報保護法等の様々な
法令に基づいた手続きを厳格に運用することが求められており、中央労働金庫より運用見直しの要請
をうけていることから、助け合い預金積立規定の見直しを検討することとします。
１．財政処理
＊出納業務、中間・期末決算の実施
＊財政処理の効率化

２．助け合い預金積立規定の見直し【中間年度の補強】

２．情報調査部
情報調査部の活動としては、労働条件や職場環境の課題や問題の改善・解決を図るための手段とし

て各種アンケートを実施し、その分析結果については、適宜開催される労使委員会等の場における経
営提言に活用することとします。
機関紙については、組合員に対する情報伝達として重要な役割を担うことから、表現やレイアウト

を工夫し、読みやすい機関紙の作成と迅速な発行体制の確立を目指します。
また、テレワーク勤務者が増加したことをうけ、セキュリティ面を考慮しつつ機関紙配布をはじめ

とする各種組合活動のオンライン化をさらに推進していきます。

１．本部機関紙作成
＊読みやすい機関紙の作成と迅速でタイムリーな発行
＊号外版・定例号の発行

２．アンケート集計・分析
＊各種アンケートの集計、分析

３．各種組合活動のオンライン化
＊労働組合ホームページ運用に向けた取り組み
＊労働組合ホームページの運用と保守【中間年度の補強】

【ＭＥＭＯ】
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３．組織部
組織部の活動では、組合員との総対話活動に重点を置き、多様化する組合員のニーズに対応でき得

る活動へつなげることを目指します。
また、普段接することの困難な組合員に対しても対話を重視し、積極的な意見収集を図っていきま

す。
なお、開催にあたっては、貴重な機会により良い意見を得られるように議題を精査して取り組んで

いくこととします。また、職場懇談会を通じた総対話活動で、中央・支部執行委員の意見収集や問題
把握の能力の向上に取り組みます。

１．各種懇談会の開催・結果纏め
＊年層別懇談会、女性懇談会、海外出張者・駐在経験者懇談会

２．各種オルグの開催・結果纏め
＊大阪支社オルグ（年１回）
＊出向者オルグ（２０２４年度）
＊支店・営業所オルグ（２０２５年度）

３．機関討議運営・動員対策
＊定期大会における無断欠席、途中退場、不適当な理由による委任状の撲滅
＊定期大会・中央委員会・代議員大会の資格審査対応
＊定期大会総括

４．組織点検活動
＊組織名簿のメンテナンス（組織変更・人事異動発生時）

４．教育企画部
教育企画部の活動として、組織体制と人材育成は最も重要な活動に位置付けられます。今日までの
歴史と伝統を大切にしながら、次世代を担うリーダーの育成強化を図り、組織の活性化、盤石な組織
体制構築を目指していきます。

これに向けて、教育企画部では、階層別に教育資料の充実を図っていきます。労使協議に向けた、
必要な知識を習得するため、執行部向けの資料作成と勉強会を開催し、スキルアップを図りながら会
社との協議に臨むことを目指します。また、執行委員教育資料の改版や、新入社員教育資料について
も現状に即した内容に見直していきます。また、教育資料作成にあたっては、より分かりやすく学習
ができるよう対応します。
１．各種教育資料の見直し、整備
＊教育マニュアル・カリキュラムのメンテナンス
＊教育資料一覧表・研修用動画の整備

２．教育・研修会の企画、実施
＊各支部執行委員・代議員教育
＊階層別の教育資料収集
＊新入組合員研修
＊内部講習会（規程等）の実施推進
＊合同専門部会（本部・久喜支部・宇都宮支部）の実施検討

【ＭＥＭＯ】
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運動方針

４．各支部運動の特徴・骨子
１．久喜支部

支部活動の基本は中央本部と連携し、信号労組の運動方針を具体化して
いく活動を基本として展開していきます。支部独自の課題は、各職場にお
ける課題を十分に検証して適切な対応を図り、中央本部に課題を集約し信
号労組の運動基調に結びつけていきます。

２０２５年度の久喜支部活動は、職場に根差した活動を主眼に置き、
「組織対策活動」「経営対策活動」「環境改善対策活動」の三つの視点か
ら取り組んでいくこととします。

「組織対策活動」では、「職場と組織の活性化」と「支部組織強化対
策」を中心に、各職場実態の把握に重点をおき、職場状況に根付いた活動
を行うこととします。各職場実態の把握のためには、執行委員と組合員と
の相互コミュニケーションが重要であることは言うまでもなく、多様化し
た働き方においても各職場の課題を吸い上げられるように組織体制の強化
に取り組みます。

また、「経営対策活動」と「環境改善対策活動」については、中央本部と連携し人事諸制度対策活動や経
営協議対策活動に係わる実態把握にも取り組んでいきます。

「経営対策活動」では、執行委員・組合員との連携を図り、総対話活動を通じた意見収集を行う事で職
場の実態把握を行い、内在する職場課題に対しては、事業所審議会を始めとした労使協議の場において積
極的な意見提言を行いその後の経過を注視していくこととします。

「環境改善対策活動」では、「職場環境課題対策」と「生活環境対策」を中心に展開していきます。「職
場環境課題対策」は、地区労働時間委員会での意見提言や安全衛生委員会への参画を通じて職場環境の改善
に取り組みます。地区労働時間委員会においては、各職場における長時間労働の実態把握のために労使間
で残業実績とその課題及び対策、さらに残業を行った理由などを確認、共有することで長時間労働を撲滅
する取り組みを引き続き行い、長時間労働者の実態については各種懇談会等を通じて実体把握を行ってい
きます。「生活環境対策」は休暇取得支援と各種共済制度の斡旋、組合員の生活向上を目的とした労働金庫
の利用促進活動に取り組み、展開していくこととします。

【ＭＥＭＯ】

　

- 26 -

久喜支部執行委員長
嶋地　哲快



運動方針

≪久喜支部運動骨子の体系≫
１．組織対策活動 職場と組織の活性化 ①職場懇談会の実施

②現場課題の直接確認
③ 支部と分会相互間の連携強化
④ 支店・営業所、出向者との連絡体制確立

支部組織強化対策 ① 支部執行委員会の定例開催
② 各種規程・共済制度等の教育
③ 組合活動に関する教育

専門部活動 ① 各種専門部会の開催
２．経営対策活動 中央本部との連携 ①賃金・人事制度の運用実態把握

② 労使協議決定事項の運用確認
事業所課題対策 ① 事業所審議会での意見提言

② 会社施策に対する課題や実態把握
３．環境改善対策活動 職場環境課題対策 ①職場課題の改善

②安全衛生委員会への参画
③ 地区労働時間委員会での意見提言 ※
④ ３６協定遵守の確認 ※

※中央本部との連携
生活環境対策 ①文体会行事への参画

② 各種斡旋活動
③ 共済制度推進
・各種共済制度の教宣
・労働金庫の利用促進活動

【ＭＥＭＯ】

　

- 27 -



運動方針

２．宇都宮支部

支部における活動は、中央本部の運動方針の具体化と同時に、支部独
自の課題に対し、支部事情を考慮しながら取り組みます。また、中央本
部に対しては、支部動向・職場実態に基づく課題を共有し、信号労組と
しての運動基調に結びつけていく取り組みを行います。

宇都宮事業所においては、多くの受注案件と製品開発を遂行するなか、
高負荷状態の継続と人員不足が各所でみられる状況です。宇都宮支部は
こうした状況を踏まえ、執行委員を中心に職場実態の把握に努めるとと
もに、事業所における各施策の内容の実効性や問題点を確認し、より良
い職場環境・就業環境となるよう、意見提言を行っていきます。

２０２５年度の宇都宮支部活動は、「組織対策活動」「経営対策活
動」「環境改善対策活動」について取組みます。

組織対策活動は「組合員との連携」「中央本部との連携」「支部組織
強化対策」を中心として活動を展開します。組合活動の原点は、職場実
態の把握にあることから、組合員の積極的な参画を要請するとともに、
各種懇談会や各職場の執行委員を通じた意見収集活動に努めて組合員と連携していきます。また、本部に
おける活動内容の展開や、支部の課題を本部と連携しながら改善を図ることも重要であり、タイムリーな
機関紙の発行と、執行委員と組合員とのコミュニケーションを重視して活動していきます。これらの活動
を安定して行っていくためには執行委員の育成も必要であり、わかりやすい機関紙の作成や就業規則を中
心とする会社規程に対する理解促進のための、教育を行っていきます。

経営対策活動は、事業所審議会等の支部労使協議を通じ、事業所における課題解決を図る「事業所課題の
改善」を中心に活動を展開します。事業所審議会においては、各課題に対して組合員との連携により把握
した職場実態に基づく意見提言を行い、間違いのない施策展開を求めていくこととします。

環境改善対策活動では、「職場環境対策活動」として、地区労働時間委員会や安全衛生委員会の各種委員
会を通じ、職場実態に対する検証や意見提言を行い、「生活環境対策活動」として、文体会への参画や組
合行事の企画・運営を行い、「共済制度推進活動」として、共済制度についての執行委員への教育と組合
員への展開と労働金庫の利用促進活動を行います。

２０２５年度の宇都宮支部は、職場実態の把握、事業所審議会や地区労働時間委員会、安全衛生委員会を
通じた取組みを中心に活動し、また、共済制度推進や組合行事の企画運営による組合員への生活サポート
に取り組んでいくこととします。

【ＭＥＭＯ】
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宇都宮支部執行委員長
髙橋　智之



運動方針

≪宇都宮支部運動骨子の体系≫
１．組織対策活動 組合員との連携 ①意見収集活動による職場実態の把握

② 各種懇談会の実施
③ タイムリーな機関紙の発行
④電子メールによる対話

中央本部との連携 ① 本部活動の展開
② 支部課題に対する本部との連携

支部組織強化対策 ① 支部執行委員会の定例開催
② 専門部長会議の定例開催
③執行委員の教育活動
④ 専門部活動

２．経営対策活動 事業所課題の改善 ① 事業所審議会での意見提言
② 定例労使協議事項の遵守

３．環境改善対策活動 職場環境対策活動 ① 地区労働時間委員会での意見提言
②安全衛生委員会への参画
③ 長時間労働対策
④福利厚生改善の意見提言
⑤メンタルヘルス対策

生活環境対策活動 ①文体会への参画
② 組合行事の企画・運営
③ 各種斡旋活動

共済制度推進活動 ① 各種共済制度の教育・教宣
② 労働金庫の利用促進活動

【ＭＥＭＯ】
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